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１０広報せきかわ　2008・４月号

平平成成2200年度年度 関関関関川川川川村村村村予予予予算算算算

のののの使使使使いいいい道道道道平成２０年度の村の予算が、３月定例
村議会で可決されました。各会計の予算
の概要についてお知らせします。

平成20年度 予 算

歳 入

村
税
一
・
〇
％
減

村
債
は
過
疎
債
発
行
増
で

前
年
度
比
五
〇
・
五
％
増

歳
入
の
約
半
分
を
占
め
る
地
方

交
付
税
は
、
前
年
度
よ
り
一
億
九

千
六
百
万
円
多
い
二
十
億
八
千
四

百
五
十
万
円
を
計
上
し
ま
し
た
。

こ
れ
は
、
児
童
手
当
の
拡
充
や

交
付
税
算
入
の
あ
る
村
債
の
償
還

金
の
増
な
ど
に
よ
る
も
の
で
す
。

ま
た
、
三
位
一
体
の
改
革
（
※
）

に
よ
っ
て
都
市
部
と
地
方
の
格
差

が
広
が
っ
て
い
る
た
め
、
財
政
力

の
弱
い
小
規
模
市
町
村
な
ど
に
地

方
交
付
税
を
重
点
配
分
す
る
特
別

枠
「
地
方
再
生
対
策
費
」
が
設
け

ら
れ
る
こ
と
な
ど
か
ら
、
普
通
交

付
税
の
増
額
を
見
込
ん
で
い
ま
す
。

村
税
は
、
固
定
資
産
税
（
大
規

模
償
却
資
産
）
の
減
少
に
よ
り
、

前
年
度
比
一
・
〇
％
減
の
七
億
五

千
二
百
五
万
円
と
見
積
も
り
ま
し

た
。
村
税
や
使
用
料
収
入
な
ど
の

自
主
財
源
は
、
歳
入
全
体
の
四
分

の
一
ほ
ど
で
す
。
ま
た
、
統
合
小

学
校
建
設
事
業
に
伴
う
過
疎
対
策

事
業
債
を
三
億
五
千
五
十
万
円
計

上
し
ま
し
た
。

こ
の
た
め
、
村
債
は
前
年
度
よ

り
一
億
九
千
七
百
十
万
円
多
い
、

五
億
八
千
七
百
六
十
万
円
。
前
年

度
比
五
〇
・
五
％
の
増
で
す
。

特

別

会

計

国
民
健
康
保
険
会
計
は
、
八
億

二
千
四
百
六
十
万
円
で
前
年
度
比

四
・
二
％
の
増
と
な
り
ま
し
た
。

後
期
高
齢
者
医
療
制
度
の
実
施
に

伴
い
、
老
人
保
健
拠
出
金
が
後
期

高
齢
者
支
援
金
に
振
り
替
え
ら
れ

た
一
方
で
、
退
職
被
保
険
者
が
制

度
改
正
に
よ
っ
て
一
般
被
保
険
者

に
移
行
し
て
い
ま
す
。

被
保
険
者
が
負
担
す
る
国
民
健

康
保
険
税
の
算
定
方
法
の
変
更
が
、

ど
の
よ
う
に
変
化
す
る
の
か
不
透

明
な
部
分
が
あ
る
の
で
、
そ
れ
ら

の
調
整
を
考
慮
し
て
、
国
保
準
備

基
金
か
ら
二
千
五
百
万
円
を
繰
り

入
れ
る
こ
と
に
し
て
い
ま
す
。

国
民
健
康
保
険
関
川
診
療
所
会

計
は
、
一
億
千
四
百
万
円
と
な
り

ま
し
た
。
安
定
し
た
診
療
収
入
に

よ
り
順
調
に
経
営
し
て
い
ま
す
。

老
人
保
健
会
計
は
、
一
億
四
千

五
百
九
十
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

後
期
高
齢
者
医
療
制
度
の
実
施
に

よ
り
、
今
年
度
か
ら
新
設
さ
れ
る

後
期
高
齢
者
医
療
会
計
に
移
行
さ

れ
る
こ
と
に
な
っ
て
い
ま
す
。

介
護
保
険
会
計
は
、
六
億
六
千

九
百
七
十
万
円
で
、
介
護
を
必
要

と
す
る
高
齢
者
の
増
加
で
給
付
費

も
増
加
傾
向
に
あ
り
ま
す
。

●用語の説明 ※三位一体の改革 地方への国の関与を廃止・縮減し、地方分権を推進する観点から、

国庫補助負担金の改革 国から地方への税源移譲 地方交付税
の改革の３つの改革を一体的に行うものです。

国民健康保健特別会計 8億2,460万円 3,360万円 4.2％

診 療 所 特 別 会 計 1億1,400万円 180万円 1.6％

老人保健特別会計 1億4,590万円 △ 7億1,820万円 △ 83.1％

介護保険特別会計 6億6,970万円 2,540万円 3.9％

後期高齢者医療特別会計 7,200万円 7,200万円 皆増

村有温泉特別会計 540万円 10万円 1.9％

宅地等造成特別会計 770万円 △ 1,090万円 △ 58.6％

簡易水道特別会計 4,830万円 △ 2,680万円 △ 35.7％

公共下水道特別会計 6億5,350万円 △ 2億6,220万円 △ 28.6％

農業集落排水特別会計 1億0,170万円 1,570万円 18.3％

合　　　計 72億9,130万円 △ 4億7,100万円 △ 6.1％

会　計　名 平成20年度予算 増減率対前年度増減額

（収益的） 収　　入 1億0,790万円 △ 210万円 △ 1.9％

（ ） 支　　出 1億0,770万円 380万円 3.7％

（資本的） 収　　入 4,700万円 △ 5,300万円 △ 53.0％

（ ） 支　　出 8,586万円 △ 5,820万円 △ 40.4％

水道事業会計 平成20年度予算 増減率対前年度増減額

公営企業会計

一 般 会 計 46億4,850万円 3億9,850万円 9.4％

平成20年度　各 会計予算

国
・
地
方
を
通
じ
て
大
変
厳
し

い
財
政
状
況
が
続
い
て
い
ま
す
。

地
方
交
付
税
や
国
県
支
出
金
、
地

方
債
な
ど
に
大
き
く
依
存
し
て
い

る
村
の
財
政
状
況
は
こ
れ
ま
で
以

上
に
厳
し
く
な
っ
て
い
ま
す
。

一
般
会
計
は
、
統
合
小
学
校
建

設
事
業
費
を
計
上
し
た
た
め
、
前

年
度
に
比
べ
三
億
九
千
八
百
五
十

万
円
多
い
、
四
十
六
億
四
千
八
百

五
十
万
円
と
、
九
・
四
％
高
く
な

り
ま
し
た
。

な
お
、
統
合
小
学
校
建
設
事
業

費
を
除
い
た
予
算
総
額
は
、
前
年

度
よ
り
一
億
六
千
九
百
九
十
八
万

円
少
な
く
、
四
％
低
く
な
っ
て
い

ま
す
。一

般

会

計

○ １ ○ ２ ○ ３ 
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広報せきかわ　2008・４月号１１

むらの予算説明

歳 出

人
件
費
三
・
九
％
減
に
抑
制

統
合
小
学
校
建
設
事
業
に
着
手

投
資
的
経
費
は
前
年
度
比
八
五
・
八
％
増

限
り
あ
る
財
源
の
中
で
効
率
的

な
財
政
運
営
を
行
う
た
め
、
事
務

事
業
の
見
直
し
を
行
い
経
費
の
節

減
に
努
め
ま
し
た
。
ま
た
、
退
職

者
の
不
補
充
な
ど
で
人
件
費
を
抑

制
し
て
い
ま
す
。

投
資
的
経
費
で
は
、
継
続
事
業

の
林
道
蛇
喰
中
束
線
開
設
事
業
や

県
営
下
関
地
区
幹
線
用
水
路
事
業

負
担
金
の
ほ
か
、
新
規
の
県
営
玉

郷
立
地
区
農
地
整
備
事
業
と
女
川

地
区
新
堀
用
水
整
備
事
業
の
負
担

金
、
金
丸
・
八
ツ
口
地
区
テ
レ
ビ

共
聴
施
設
整
備
事
業
、
統
合
小
学

校
建
設
事
業
を
計
上
し
ま
し
た
。

統
合
小
学
校
の
建
設
事
業
費
は

十
九
億
三
千
万
円
と
し
、
平
成
二

十
年
度
と
二
十
一
年
度
の
継
続
事

後
期
高
齢
者
医
療
会
計
は
新
た

に
設
置
す
る
会
計
で
、
予
算
の
総

額
は
七
千
二
百
万
円
と
な
り
ま
し

た
。
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
は
、

県
内
全
市
町
村
で
組
織
す
る
広
域

連
合
が
実
施
主
体
と
な
り
ま
す
が
、

保
険
料
の
徴
収
事
務
な
ど
は
各
市

町
村
が
分
担
し
ま
す
。
こ
の
会
計

で
は
、
保
険
料
収
入
に
村
の
負
担

金
を
加
え
、
広
域
連
合
に
納
付
す

る
な
ど
の
経
理
を
し
ま
す
。

村
有
温
泉
会
計
は
、
五
百
四
十

万
円
と
な
り
ま
し
た
。
平
常
管
理

費
の
み
計
上
し
て
い
ま
す
。

宅
地
等
造
成
会
計
は
、
七
百
七

十
万
円
。
事
業
債
の
償
還
が
歳
出

の
主
な
内
容
で
す
。

簡
易
水
道
会
計
は
、
四
千
八
百

三
十
万
円
。
水
道
料
金
だ
け
で
は

賄
え
な
い
の
で
、
一
般
会
計
か
ら

繰
り
入
れ
て
運
営
し
て
い
ま
す
。

公
共
下
水
道
会
計
は
、
六
億
五

千
三
百
五
十
万
円
。
建
設
事
業
は

今
年
度
で
完
了
の
見
込
み
で
す
。

農
業
集
落
排
水
会
計
は
、
一
億

百
七
十
万
円
と
な
り
、
事
業
債
の

償
還
に
伴
っ
て
一
般
会
計
繰
入
金

も
増
え
て
い
ま
す
。

水
道
事
業
会
計
は
、
下
水
道
工

事
が
終
盤
と
な
っ
た
こ
と
に
伴
い
、

配
水
管
布
設
替
工
事
が
減
っ
た
た

め
、
資
本
的
収
入
と
支
出
が
減
少

し
て
い
ま
す
。

歳 出 
46億 

4,850万円 
(対前年度9.4%増)

人件費　　 
7億6,493万円 
　　　（16.5%） 

人件費　　 
7億6,493万円 
　　　（16.5%） 

単独事業費 
4億1,136万円 
（8.9%） 

補助事業費　 
4億5,596万円（9.8%） 

扶助費 
1億8,157万円 
（3.9%） 

維持補修費 
9,180万円 
（2.0%） 

その他 
500万円 
（0.1%） 

投
資的経費19

.1%

　

投
資的経費19

.1%

　

義務

的
経
費
3
9
.0
％

その

他
の
経
費
4
1
.9
％
　

公債費 
8億6,667万円 
（18.6%） 

県営事業負担金　 
1,910万円（0.4%） 

災害復旧費 
55万円（0.0%） 

物件費 
8億231万円 
（17.3%） 

積立金 
274万円（0.1%） 

投資及び出資金、 
貸付金 

1億820万円（2.3%） 

繰出金 
5億3,546万円 
（11.5%） 

補助費等 
4億286円 
（8.7%） 

普通建設事業
費普通建設事業
費

業
で
実
施
し
ま
す
。
な
お
、
二
十

年
度
の
年
割
額
は
二
八
・
六
％
で
、

五
億
五
千
百
十
四
万
五
千
円
を
計

上
し
ま
し
た
。
ま
た
、
村
を
除
く

五
市
町
村
の
合
併
に
伴
い
、
岩
船

地
域
広
域
事
務
組
合
の
事
務
は
、

新
・
村
上
市
に
引
き
継
が
れ
る
た

め
、
村
は
村
上
市
に
事
務
委
託
す

る
こ
と
と
な
り
ま
す
。
こ
の
た
め
、

補
助
費
等
が
減
額
と
な
り
物
件
費

が
大
幅
な
増
額
と
な
っ
て
い
ま
す
。

目
的
別
で
見
る
と
…

統
合
小
学
校
建
設
事
業
を
実
施

す
る
教
育
費
は
、
九
億
四
百
十
五

万
四
千
円
で
前
年
度
比
一
一
六
・

六
％
の
増
と
な
っ
て
い
ま
す
。

消
防
費
は
、
耐
震
性
防
火
水
槽

の
整
備
を
国
庫
補
助
事
業
で
実
施

し
、
前
年
度
比
一
五
・
五
％
増
の

二
億
三
千
六
百
二
十
一
万
二
千
円
。

農
林
水
産
業
費
は
、
林
道
蛇
喰

中
束
線
開
設
事
業
費
の
増
に
よ
り
、

前
年
度
比
八
・
三
％
増
の
三
億
二

千
六
百
二
十
四
万
三
千
円
。

商
工
労
働
費
は
、
道
の
駅
周
辺

整
備
事
業
の
終
了
に
よ
り
、
前
年

度
比
二
二
・
七
％
減
の
三
億
二
千

五
百
二
十
万
七
千
円
と
な
っ
て
い

ま
す
。

歳 入 
46億 

4,850万円 
(対前年度9.4%増)

村税　　 
7億5,205万円 
　　　（16.2%） 

地方交付税 
20億8,450万円 
（44.9%） 

使用料及び手数料　
9,557万円（2.1%） 

諸収入 
1億3,834万円 
（3.0%） 

国庫支出金 
2億5,576万円 

（5.5%） 

地方消費税交付金等 
1億1,082万円 
（2.4%） 

自主財

源
27
.5
％

依
存
財
源

7
2 . 5 ％

繰入金　　 
2億1,905万円 
（4.7%） 

分担金及び負担金　
4,394万円（0.9%） 

繰越金等 
2,598万円 
（0.6%） 

村債 
5億8,760万円 
（12.6%） 

村債 
5億8,760万円 
（12.6%） 

県支出金 
2億3,389万円 

（5.0%） 

地方譲与税 
1億100万円 
（2.2%） 




